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平成 21 年度 当初予算の概要

１１ 地地方方財財政政

現下の地方財政は、これまでの景気対策による公共事業の追加や減税等の補てん等により平成２０

年度末の借入金の残高は１９７兆円と見込まれ、前年度より２兆円程度減になっているものの、平成２０

年度の地方財政の財源不足額は５．２兆円と見込まれ、国は財源対策債、臨時財政対策債等で補て

んすることとしており地方債依存（１１．５％）の体質からなかなか抜け出せない状況です。

今後、少子高齢化による社会保障関係経費の増や地方債の元利償還金などの義務的経費の増が

財政を圧迫する要因となることなどから、地方財政は構造的にみて極めて厳しい状況にあります。

平成２１年度の総務省の概算要求では地方税、地方交付税、地方特例交付金、臨時財政対策

債などの一般財源の総額０．６％減、地方交付税の出口ベースでは３．９％減と見込んでいますが、世

界的な金融不安、原油の高騰などに起因する景気の低迷により更に税収が減る可能性があり、地方自

治体の財政環境は一段と厳しさを増しています。

２２ 予予算算編編成成のの基基本本方方針針

(1) 予算の特徴

平成 21 年度予算は、経済情勢が低迷する中にあっても、不可避の課題を速やかに解決するため、

ハード事業では『公共施設耐震化等の防災対策、生活基盤整備の加速』、ソフト事業では『地域ブ

ランドの確立や妊婦健診の無料化』に重点的な予算配分を行い、生活の安心・安全確立、利便性

の向上と町発展の継続を強く意識したものとなっています。

町道整備・改良舗装事業 2 億 6,398 万円（＋9,421 万円）

県営ふるさと農道緊急整備事業（県営事業負担金） 1,125 万円（新規）

県営農道保存対策事業（県営事業負担金） 1,755 万円（新規）

生生活活基基盤盤整整備備のの加加速速

百石中学校改築【耐震基準に対応】 5 億 6,496 万円（＋5 億 2,236 万円）

防災行政無線・戸別受信機等設置 4 億 7,035 万円（＋4 億 6,236 万円）

木内々小学校耐震等改修（設計） 563 万円（新規）

役場分庁舎耐震診断 546 万円（新規）

いちょう公園体育館耐震改修（設計） 520 万円（新規）

災災害害対対策策

おいらせブランド推進支援事業 394 万円（新規）

『『地地域域ブブラランンドド』』のの確確立立

妊婦健診事業（公費負担 10 回→14 回に増加） 1,640 万円（＋418 万円）

妊妊婦婦健健診診のの原原則則無無料料化化



- 2 -

(2) 地方債依存からの脱却

当町は、以前から義務教育施設、下水道及び公営住宅の整備等諸課題に充てる財源として地

方債を活用してきた結果、地方財政同様に公債費負担の増加が続き実質公債費比率が 18.8％に

達し、地方債協議制度の下で許可が必要となる 18.0％を上回っている状況です。

今後も公債費は増加を続け平成 23 年度にピークに達することが見込まれており、町財政を圧迫す

ることが懸念されます。そのため、地方債の新規借り入れの抑制と併せて繰上償還を行うことで、後年

の財政負担の軽減を意識した予算編成を行ないました。

(3) 行政コスト削減の継続

今後も継続して地域が発展していくためには、限られた収入の中から課題に対応するための適正な

費用を継続して盛り込むため、行政コストの節減に継続して取り組む必要があります。

そのため、引き続き次の行政コスト削減を継続することで行政サービスに要する財源を捻出し予算編

成を行いました。

○ 集中改革プランに基づいた計画的な職員数削減による職員給与総額の抑制

○ 委託料の見直しによる物件費マイナスシーリング（△1.0％）

○ 団体に対する町単独補助金の一律削減（△3.0％）

（実 績） （実 績） （当初予算）

地地方方債債繰繰上上償償還還のの実実施施（（将将来来のの公公債債費費負負担担抑抑制制にに寄寄与与））

平成 19 年度

11 億億 33,,118833 万万円円

平成 20 年度

11 億億 99,,441100 万万円円

平成 21 年度

99,,004433 万万円円

繰上償還総額

44 億億 11,,663366 万万円円

※ 公営企業（病院）を除いた当初予算での比較

一一般般職職員員給給与与総総額額のの抑抑制制

４４年年間間でで

・・ 給給与与総総額額はは 11..44 億億円円（（1100..44％％））のの減減少少

・・ 職職員員数数はは 2255 名名（（1133..22％％））のの減減少少

13.5億円

12.7億円 12.9億円

12.1億円 12.1億円

164名167名
178名176名

189名

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

職員給与

職員数
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３ 予算規模

一一 般般 会会 計計は、百石中学校改築事業の工事着工、生活道路の整備、防災行政無線放送施設

（戸別受信機）の設置等に重点的な予算配分を行ったため、予算規模は前年より拡大し 94.6 億円

（＋6.8 億円、7.8％の増）となりました。

特特 別別会会 計計は、公共下水道の事業費抑制等により、特別会計全体の予算規模は前年より縮小し

57.4 億円（△3.8 億円、6.3％の減）の減となりました。

公公営営企企業業会会計計は、おいらせ病院のリフォーム工事により予算規模が拡大し、13.4 億円（＋2.8 億

円、26.3％の増）となりました。

（千円、％）

平成21年度 平成20年度

当初予算額 当初予算額
(A) (B) (A-B) (A-B)/(B)

一般会計 9,455,000 8,773,100 681,900 7.8
特別会計 5,736,708 6,119,903 △ 383,195 △ 6.3

国民健康保険特別会計 2,607,070 2,655,327 △ 48,257 △ 1.8
老人保健特別会計 10,180 146,745 △ 136,565 △ 93.1
奨学資金貸付事業特別会計 18,253 16,361 1,892 11.6
公共下水道事業特別会計 1,206,802 1,338,167 △ 131,365 △ 9.8
農業集落排水事業特別会計 104,487 100,975 3,512 3.5
介護保険特別会計 1,592,398 1,542,405 49,993 3.2
霊園事業特別会計 14,295 13,890 405 2.9
公共用地取得事業特別会計 47,650 45,508 2,142 4.7
後期高齢者医療特別会計 135,573 260,525 △ 124,952 △ 48.0

公営企業会計 1,338,248 1,059,190 279,058 26.3
病院事業会計（収益） 963,092 908,803 54,289 6.0
病院事業会計（資本） 375,156 150,387 224,769 149.5

16,529,956 15,952,193 577,763 3.6合 計

対 前 年 増 減 対前年度比
会 計

102.1

67.3

9.9

87.7

70.3

10.3

87.7

61.2

10.6

94.6

57.4

13.4

0

20

40

60

80
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120

140

160

180

（億円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

当初予算規模の推移

179.3
168.3

159.5 165.3

一般会計

特別会計

公営企業会計

合計

（注）四捨五入の関係上、合計が一致しないことがあります。
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４ 一般会計

（１）歳 入

一一般般会会 計計歳歳入入は、予算規模が拡大したものの、急速な景気の後退により町税など自主財源の減

収（△2 億 7,736 万円、8.7％の減）が見込まれており、厳しい状況にあるといえます。

一方で、百石中学校改築事業や防災行政無線放送施設設置事業の実施等により、国庫支出

金や町債などの依存財源の増加（＋9 億 5,926 万円、17.1％の増）が見込まれています。

（千円、％）

(A) 構成比 (B) 構成比 (A-B) (A-B)/(B)

自主財源 2,896,722 30.6 3,174,080 36.2 △ 277,358 △ 8.7
町税 2,216,148 23.4 2,279,408 26.0 △ 63,260 △ 2.8
分担金・負担金 210,127 2.2 211,374 2.4 △ 1,247 △ 0.6
使用料・手数料 75,046 0.8 73,637 0.8 1,409 1.9
財産収入 18,095 0.2 18,259 0.2 △ 164 △ 0.9
繰入金 320,542 3.4 525,589 6.0 △ 205,047 △ 39.0
諸収入等 56,764 0.6 65,813 0.8 △ 9,049 △ 13.7

依存財源 6,558,278 69.4 5,599,020 63.8 959,258 17.1
地方譲与税 151,000 1.6 161,000 1.8 △ 10,000 △ 6.2
地方交付税 3,020,000 31.9 2,990,000 34.1 30,000 1.0
交付金等 298,872 3.1 294,463 3.3 4,409 1.5
国庫支出金 1,187,517 12.6 772,904 8.8 414,613 53.6
県支出金 685,889 7.3 716,453 8.2 △ 30,564 △ 4.3
町債 1,215,000 12.9 664,200 7.6 550,800 82.9

9,455,000 100.0 8,773,100 100.0 681,900 7.8

対前年増減 増減率

合 計

区 分 当初予算額

平成20年度平成21年度

当初予算額

19.8

2.2
5.3

2.0

29.8

3.2
3.2

7.2

7.5

21.8

21.7

2.1
5.4

1.7

28.7

1.63.0

7.3

6.7

9.4

22.8

2.1
5.3

1.6

29.9

1.6
2.9

7.7

7.2

6.6

22.2

2.1
3.2

1.5

30.2

1.5
3.0

11.9

6.9

12.1

0

20

40

60

80

100

（億円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

当初予算・歳入の推移

町債

県支出金

国庫支出金

交付金等

地方交付税

町税

分担金等

繰入金

使用料・諸収入他

地方譲与税

依

存
財

源

自

主

財
源

102.1

87.7 87.7

94.6

合計

（注）四捨五入の関係上、合計が一致しないことがあります。
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平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

町税の推移

町民税

固定資産税

軽自動車税

たばこ税19.8

21.7
22.8

22.2
合計

（注1）四捨五入の関係上、合計が一致しないことがあります。

（注2）当初予算の比較です。

35.8

5.1

33.7

4.8

1.7

31.0

4.6

3.4

27.3

4.5

7.5

26.0

4.0

5.1

26.9

4.1

4.0

26.7

5.9

3.7

27.0

5.2

3.4

28.9

4.7

3.1

27.0
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（億円）

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
（決算見込）

平成21年度
（当初予算）

地方交付税等の推移

臨時財政対策債

特別交付税

普通交付税

40.9 40.3
39.1 39.4

35.2 35.0
36.3 35.5 36.7

34.6
合計

（注1）四捨五入の関係上、合計が一致しないことがあります。

（注2）平成17年度までは旧百石町と旧下田町の合計額です。

（ア）町 税

（イ）地方交付税

町町税税は、軽自動車税の増収（＋8.8％）が見込まれるものの、急激な景気後退により町民税の減収

（△4.1％）が予測されています。また、固定資産税も評価替え等により減収（△2.5％）が見込まれて

いるため、町税全体として 6,300 万円程度の減収（△2.8％）を見込んでいます。

地地方方交交付付税税は、特別交付税が包括的算入（合併経費）の措置が終わることにより減少（△5.9％）

を見込んでいますが、「生活防衛のための緊急対策」の一部として雇用を創出するため必要な経費が

措置されること等により普通交付税の増加（＋1.9％）が見込まれるため、全体として 3,000 万円の増

額（＋1.0％）を見込んでいます。

臨臨時時財財政政対対策策債債は、国の地方財政対策により、およそ 45.5％の伸びを見込んでいます。
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町債の推移

その他

普通建設事業
充当債

合併特例債

臨時財政対策債

21.8

9.3

6.6

12.2

合計

（注）当初予算の比較です。

（ウ）国庫支出金

（エ）町債

国国庫庫支支 出出金金は、防災行政無線放送施設設置事業及び百石中学校校舎改築事業の実施に係

る国庫補助により 4 億 1,000 万円程度の増額（＋53.6％）を見込んでいます。

町町 債債は、国の地方財政対策による臨時財政対策債の増額と合併特例債（百石中学校校舎改

築、防災行政無線放送施設設置ほか）の増額により、全体として 5 億 5,000 万円程度の増額（＋

82.9％）を見込んでいます。
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（億円）

17年度末 18年度末 19年度末 20年度末
（見込み）

21年度末
（見込み）

地方債残高の推移

公共下水道

事業特別会計

一般会計

農業集落排水

事業特別会計

その他の

特別会計

公営企業会計

（病院）

232.7
246.8 244.8

237.1

合計

235.8

百石中学校校舎改築 3億8,430万円

防災行政無線放送施設（戸別受信機）設置 1億1,160万円

木内々小学校グラウンド改修 6,480万円

下田消防団第6分団屯所改築 2,070万円

百石消防団第7分団消防ポンプ車更新 1,450万円

合合併併特特例例債債（（平平成成 2211 年年度度））のの内内訳訳
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（オ）繰入金

財政調整基金からの取り崩し額は 4,000 万円圧縮（△15.4％）して、2 億 590 万円としました。

減債基金からの取り崩し額は前年の半分まで圧縮し、1 億円としました。

取り崩し額は減少したものの、予算編成にあたり依然として相当な基金の取り崩しを余儀無くされて

いるため、基金残高の合計は年度末で 3 億 1,000 万円程度減少することが見込まれ、厳しい財政

運営が続いています。
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合計
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(A) 構 成 比 (B) 構 成 比 (A)-(B) (A-B)/(B)
9,455,000 100.0 8,773,100 100.0 681,900 7.8

議 会 費 98,867 1.0 93,581 1.1 5,286 5.6

総 務 費 1,376,748 14.6 1,419,080 16.2 △ 42,332 △ 3.0

民 生 費 2,441,739 25.8 2,369,934 27.0 71,805 3.0

衛 生 費 598,493 6.3 605,638 6.9 △ 7,145 △ 1.2

労 働 費 18,039 0.2 691 0.0 17,348 2,510.6

農 林 水 産 業 費 240,174 2.5 243,576 2.8 △ 3,402 △ 1.4

商 工 費 71,919 0.8 148,803 1.7 △ 76,884 △ 51.7

土 木 費 1,008,579 10.7 1,168,742 13.3 △ 160,163 △ 13.7

消 防 費 876,272 9.3 413,774 4.7 462,498 111.8

教 育 費 1,354,391 14.3 844,816 9.6 509,575 60.3

災 害 復 旧 費 55 0.0 70 0.0 △ 15 △ 21.4

公 債 費 1,349,724 14.3 1,444,395 16.5 △ 94,671 △ 6.6

予 備 費 20,000 0.2 20,000 0.2 0 0.0

人 件 費 1,381,246 14.6 1,369,696 15.6 11,550 0.8

扶 助 費 1,383,820 14.6 1,344,138 15.3 39,682 3.0

公 債 費 1,349,652 14.3 1,444,323 16.5 △ 94,671 △ 6.6

物 件 費 1,078,708 11.4 1,075,027 12.3 3,681 0.3

維 持 補 修 費 43,627 0.5 44,270 0.5 △ 643 △ 1.5

補 助 費 等 1,237,907 13.1 1,165,579 13.3 72,328 6.2

積 立 金 10,311 0.1 9,809 0.1 502 5.1

投 資 及 び 出 資 金 118,720 1.3 100,631 1.1 18,089 18.0

貸 付 金 2,000 0.0 5,000 0.1 △ 3,000 △ 60.0

繰 出 金 1,063,551 11.2 1,168,623 13.3 △ 105,072 △ 9.0

普 通 建 設 事 業 費 1,765,458 18.7 1,026,004 11.7 739,454 72.1

予 備 費 20,000 0.2 20,000 0.2 0 0.0

（千円、％）

歳 出 合 計

歳

出

内

訳

（

性

質

別

）

歳

出

内

訳

（

科

目

別

）

区 分

対前年
増減額

増減率
平成20年度
（当初予算）

平成21年度
（当初予算）

（２）歳 出

一一般般会会計計歳歳出出は、義務的経費が公債費の減少により 4,000 万円程度減少（△1.0％）する見込み

です。

一方で百石中学校校舎改築事業や防災行政無線施設設置事業等の実施により投資的経費は

7 億 4,000 万円程度の増（＋72.1％）と、大幅に伸びています。

15.0

13.8

11.5

11.3

11.0

12.4

10.4

1.4

15.2

14.5

13.6

12.4

10.8

11.4
0.1
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1.5

12.9

13.7

13.4

14.4

10.8

11.7

0.1

11.7

1.7

10.3

13.8

13.8

13.5

10.8

12.4

0.1
10.6

1.8

17.7

0

20

40

60

80

100

（億円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

当初予算・歳出の推移

その他

普通建設

事業費

繰出金

積立金

補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費

その他の経費

義務的経費

投資的経費

102.1

87.7 87.7

合計

94.6

（注）四捨五入の関係上、合計が一致しないことがあります。
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人人件件費費は、特別職・一般職給与が人数の定員適正化計画に基づく人員削減に伴い減少するもの

の、退職手当組合負担金の増額改定により総額で 1,000 万円程度の増（＋0.8％）となりました。

扶扶 助助 費費は、保育所運営費、福祉サービス経費の増額により総額で 4,000 万円程度の増（＋

3.0％）となりました。

公公債債費費は、前年度まで繰上償還を行い一部町債の償還が終了したことにより 9,000 万円程度の

減（△6.6％）となりました。

（ア）義務的経費

議員・委員

報酬手当
9,838万円

(7.1%)

特別職・一般

職給与
8億5,188万円
（61.7％）

共済組合

負担金
1億6,477万円
（11.9％）

退職手当組合

負担金
2億6,331万円
（19.1％）

その他
291万円
（0.2％）

人件費
13.8億円

小・中学校へ

の就学援助等
2,171万円
（1.6％）

医療費自己負

担への給付
1億200万円
（7.4％）

児童手当
1億9,400万円
（14.0％）

福祉サービス

の給付
2億6,260万円
（19.0％）

保育園運営費
8億351万円
（58.0％）

扶助費
13.8億円

公債費等の状況

11.0億円9.6億円8.9億円 10.3億円

2.6億円
2.8億円

2.5億円
2.3億円

0.9億円
0.9億円

19.2%18.8%18.5%
19.7%

0

2

4

6

8

10

12

14

16

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

（億円）

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

元金償還金

利子償還金

繰上償還元金

実質公債費比率
（h20、21は見込み）

（早期健全化ライン）

11.5億円
12.4億円

14.4億円
13.5億円

合計

（注）金額は当初予算です。
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百石中学校校舎改築事業 5億1,436万円

防災行政無線放送施設設置事業 4億7,027万円

いちょう公園整備事業 5,849万円

阿光坊古墳群保存整備事業 4,198万円

消防ポンプ自動車更新事業 2,353万円

補助事業
11億2,977万円

単独事業
6億3,569万円

普通建設

事 業 費

17.7億円

（イ）投資的経費（普通建設事業費）

補補 助助事事 業業は、老朽化に伴う百石中学校校舎改築事業の工事着工と防災行政無線施設（下

田地区の戸別受信機設置等）の設置により、7 億 1,000 万円程度の増（＋173.2％）となりまし

た。

単単独独事事業業は、町営住宅の建替事業が終了しましたが、町道整備事業の強化（＋1 億 1,607 万

円、＋139.4％）、木内々小学校グラウンド改修工事の着工等により、3,000 万円程度の増（＋

3.9％）となりました。

主 な

単独事業

主 な

補助事業

町道整備事業 1億9,928万円

木内々小学校・グラウンド改修事業 6,828万円

町道改良舗装事業 6,465万円

街路灯整備事業 5,079万円

百石中学校校舎改築事業（町単独分） 4,980万円

町道維持補修工事 4,000万円

百石漁港改修事業費負担金 4,000万円

消防団屯所建替事業（下田第6分団） 2,466万円

県営農道保全対策事業負担金 1,755万円

県営ふるさと農道緊急整備事業負担金 1,125万円
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（ウ）その他の経費

物物件件費費は、委託料の見直し等による経常経費節減に努めているところですが、燃料費の高騰などに

より、400 万円程度の増（＋0.3％）となりました。

補補 助助 費費等等は、町単独の団体補助金の一律削減を継続しているところですが、一部事務組合等に

対する負担金の増加により、7,000 万円の増（＋6.2％）となりました。

積積立立金金は、基金利子及び債券配当金分の積立を予定しています。

繰繰 出出 金金は、老人保健特別会計に対する繰出金の減少等により 1 億 1,000 万円程度の減

（△9.0％）となりました。

委託料
5億7,675万円

(53.5%)

需用費
2億8,949万円

(26.8%)

借上料
9,122万円

(8.5％)

賃金 4,688万円(4.3%)

その他 1,150万円(1.1%)

役務費 4,125万円(3.8%)

旅費 1,209万円(1.1%)

需用費･･･消耗品費、光熱水費、

燃料費など

役務費･･･通信運搬費、保険料、

手数料など

物 件 費
10.8億円

備品購入費 953万円(0.9%)

一部事務組合等

負担金
7億2,106万円

(58.2%)

団体等に対する

補助交付金
2億8,744万円

(23.2%)

謝礼金等
1億4,892万円

(17.6%)

その他の負担金
7,200万円（5.8％）

国・県等負担金
849万円（0.7％）

補助費等
12.4億円

八戸地域広域市町村圏

事務組合 3億1,824万円
（消防など）

十和田地域広域事務

組合 1億9,818万円
（ごみ処理、火葬）

県後期高齢者医療広域連合
1億2,631万円（医療給付費）

上北地方教育福祉事務組合
2,577万円（青年の家管理運営）

県市町村総合事務組合 945万円
（非常勤職員の公務災害補償など）

十和田地区環境整備事務組合
4,311万円（し尿処理）
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特別会計
10億6,355万円

(90.4%)

公営企業会計
1億1,327万円

(9.6%)

国民健康保険
2億1,516万円

(18.3%)

介護保険
2億4,979万円

(21.2%)

公共下水道事業
4億4,639万円
（37.9％）農業集落排水事業

5,173万円(4.4%)

後期高齢者医療
5,045万円(4.3%)

公共用地取得事業
3,935万(3.4%)

老人保健 74万円(0.1%)

霊園事業 985万円(0.8%)

病院事業（収益）
5,889万円(5.0%) 病院事業（資本）

5,438万円(4.6%)

公営企業会計に対するものとして

病院事業（収益）へは負担金、

病院事業（資本）へは出資金として

それぞれ計上されています。

奨学資金貸付事業
8万円(0.0%)

他 会 計

繰出金等
11.8億円
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６ 主な事業（一般会計）

住民と議会・行政がともに考え、行動するまち

自治・参加・協働の促進

まちづくりや行政活動への参加促進

> まちづくり推進委員会事業補助 140万円 （企画課）

役割分担と責任の明確化による協働の推進

> 住民自治推進事業 108万円 （企画課）

コミュニティ活動の促進

町内会・各種団体の活性化

> コミュニティ推進事業 3,069万円 （企画課）

多様な交流の促進

国際交流の推進

> 国際交流事業 264万円 （企画課）

心豊かな人育てと伝統・文化が香るまち

学校教育の充実

義務教育の充実

> 教材備品購入 180万円 （各小・中学校）

> 学校図書購入 186万円 （各小・中学校）

> 特別教育支援員配置（小・中学校） 438万円 （教育委員会 学務課）

> 外国語指導助手配置 367万円 （教育委員会 学務課）

> 社会科副読本作成事業 202万円 （教育委員会 学務課）

教育環境づくりの推進

学校施設の整備・充実

> 木内々小学校 ・ 耐震等改修事業（設計） 563万円 （教育委員会 学務課）

> 木内々小学校 ・ 洋式トイレ設置事業 373万円 （教育委員会 学務課）

> 木内々小学校 ・ グラウンド改修工事 6,828万円 （教育委員会 学務課）

> 下田小学校 ・ グラウンド改修事業（設計） 365万円 （教育委員会 学務課）

> 百石中学校 ・ 校舎改築事業 5億6,496万円 （教育委員会 学務課）

学校給食の充実

> 学校給食運営費 1億2,856万円 （学校給食センター）

就学支援の促進

> 就学援助費支給事業 1,757万円 （教育委員会 学務課）

生涯学習 ・ 教育 ・ 文化 ・ スポーツ

新規

新規

新規

新規

協働 ・ コミュニティ ・ 参画
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豊かな人間性を育む生涯学習の推進

生涯学習推進環境の充実

> ふるさと学習塾開催事業 270万円 （教育委員会 生涯学習課）

青少年の健全育成

青少年の自立及び道徳心の養成

> 成人式典費 154万円 （教育委員会 生涯学習課）

芸術文化活動の推進

個性あふれる芸術・文化の創造と継承

> 芸術文化鑑賞事業 360万円 （教育委員会 生涯学習課）

将棋による人材育成

> 大山将棋記念館運営費 439万円 （教育委員会 生涯学習課）

> 全国将棋祭り実行委員会事業補助 329万円 （教育委員会 生涯学習課）

文化財の保存・継承・活用

文化財の保護と活用

> 埋蔵文化財発掘調査事業 658万円 （教育委員会 生涯学習課）

> 阿光坊古墳群保存整備事業 4,204万円 （教育委員会 生涯学習課）

> 阿光坊古墳群保存管理計画・整備計画作成事業 140万円 （教育委員会 生涯学習課）

スポーツ・レクリエーションの振興

地域スポーツ団体との連携

> 町体育協会事業補助 273万円 （教育委員会 スポーツ振興課）

> スポーツ少年団等大会出場補助 100万円 （教育委員会 スポーツ振興課）

スポーツ･レクリエーション施設の整備

> いちょう公園体育館耐震改修事業（設計） 520万円 （分庁サービス課）

> 町民交流センター屋根等改修事業（設計） 245万円 （分庁サービス課）

快適で安心して暮らすことができるまち

防災体制の充実

危機管理体制の確立

> 消火栓設置事業 369万円 （総務課）

緊急時の情報伝達手段の確立

> 防災行政無線施設（個別受信機等）設置事業 4億7,035万円 （総務課）

町消防団の充実

> 消防ポンプ自動車更新事業（百石第7分団） 2,353万円 （総務課）

> 消防屯所ホース乾燥塔設置工事（百石第8分団） 180万円 （総務課）

> 消防屯所建替事業（下田第6分団） 2,466万円 （総務課）

安心 ・ 安全 ・ 生活情報基盤 ・ 環境

新規

新規

新規

新規

新規
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交通安全の推進

交通安全施設の整備

> 交通安全施設整備事業 455万円 （総務課）

定住促進に向けた環境整備

洋光台団地の販売促進

> 洋光台団地分譲促進事業 1億4,035万円 （企画課）

良好な町営住宅

既存住宅の改修改築

> 中下田団地修繕工事 420万円 （地域整備課）

計画的な道路整備

安全で快適な道路環境の計画的な整備

> 町道整備事業 1億9,933万円 （地域整備課）

> 街路灯整備事業 5,083万円 （地域整備課）

主要幹線道路環境の整備促進

> 町道改良舗装事業（交付金事業） 6,465万円 （地域整備課）

道路施設の適切な維持管理

> 道路維持管理事業 5,507万円 （地域整備課）

> 除雪対策事業 2,577万円 （地域整備課）

公共交通の利便性と活用の促進

鉄道・バス輸送の利便性の向上

> 町民バス運行事業 2,352万円 （企画課）

衛生的で快適な上下水道の整備

健全経営の推進

> 公共下水道事業特別会計 繰出金 4億4,639万円 （地域整備課）

> 農業集落排水事業特別会計 繰出金 5,173万円 （地域整備課）

> 八戸圏域水道企業団 負担金・出資金 7,456万円 （地域整備課）

公園・緑地の整備

計画的な公園の整備

> いちょう公園整備事業 5,869万円 （地域整備課）

公園施設の適切な維持管理

> 公園管理事業 7,501万円 （分庁サービス課）

資源循環型社会の形成

ごみ減量化と適正処理の推進

> 廃棄物減量等推進事業 180万円 （環境保健課）

環境保全・環境美化の推進

環境美化活動の促進

> 環境美化事業 300万円 （環境保健課）

新規
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町営霊園の整備・使用促進

町営霊園の使用促進

> 霊園事業特別会計繰出金 986万円 （環境保健課）

みんなが互いに助けあうまち

健康づくりの推進

生活習慣病の予防

> 健康づくり推進事業 168万円 （環境保健課）

> 健康診査事業 1,736万円 （環境保健課）

地域医療体制の整備

国保おいらせ病院の基盤整備

> 病院事業会計 資本運営費 出資金 5,438万円 （国保おいらせ病院）

地域で支える福祉ネットワークの形成

地域福祉推進体制の充実

> 町社会福祉協議会補助 3,671万円 （介護福祉課）

地域包括ケア体制の拡充と機能強化

> 在宅介護支援センター運営委託事業 450万円 （介護福祉課）

子育て支援の充実

地域における子育て支援の充実

> 地域子育て支援センター事業 2,250万円 （町民課）

保育環境と学童保育の充実

> 保育園運営事業 8億351万円 （町民課）

> 保育所開所時間延長促進事業 6,370万円 （町民課）

> 休日保育事業 542万円 （町民課）

> 一時保育促進事業 135万円 （町民課）

> 障害児保育事業 178万円 （町民課）

> 児童館運営費 3,023万円 （町民課）

> 放課後児童健全育成事業 1,519万円 （町民課）

> 本村保育園放課後児童クラブ室整備費補助事業 352万円 （町民課）

親子の健康づくりの推進

> 妊婦乳児委託健康診査事業 2,101万円 （環境保健課）

> 集団健康診査事業 272万円 （環境保健課）

> 育児支援妊産婦訪問・食育推進事業 188万円 （環境保健課）

保健 ・ 医療 ・ 福祉

新規
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経済的・精神的負担の軽減

> 児童手当支給事業 1億9,400万円 （町民課）

> 乳幼児医療給付事業 2,415万円 （町民課）

> 保育料軽減事業 1,500万円 （町民課）

> ひとり親家庭等医療費給付事業 1,527万円 （町民課）

> 幼稚園就園奨励事業 1,724万円 （教育委員会 学務課）

> すくすく子育て支援費補助事業 309万円 （教育委員会 学務課）

障がい者の自立支援の充実

自立支援法に基づくサービスの推進

> 障がい者自立支援医療給付事業 1,503万円 （介護福祉課）

> 身体障がい者補装具給付事業 400万円 （介護福祉課）

> 身体障がい児補装具給付事業 100万円 （介護福祉課）

> 地域生活支援事業 964万円 （介護福祉課）

> 障がい者自立支援特別対策事業 376万円 （介護福祉課）

安心して暮らせる高齢者福祉の充実

介護予防事業の重点化

> 介護予防・地域支え合い事業 830万円 （介護福祉課）

生きがいの環境づくりと活動支援

> おいらせ広域シルバー人材センター負担金 1,851万円 （介護福祉課）

> 町敬老会運営事業 288万円 （介護福祉課）

> 老人クラブ補助事業 186万円 （介護福祉課）

社会保障の充実

国民健康保険制度の適切な運営

> 国民健康保険特別会計 繰出金 2億1,516万円 （環境保健課）

介護保険制度の安定運営

> 介護保険特別会計 繰出金 2億4,979万円 （介護福祉課）

活力を創出し住み続けることができるまち

おいらせブランドの確立

全国に発信できるブランドの確立

> おいらせブランド推進支援事業 394万円 （企画課）

後継者・担い手農家の育成と農業基盤の整備

農業収益（経営効率）の向上

> 水田農業経営確立対策事業 187万円 （農林水産課）

基盤整備の充実

> ふるさと農道緊急整備事業（県営事業負担金） 1,125万円 （農林水産課）

> 県営農道保全対策事業（県営事業負担金） 1,755万円 （農林水産課）

> 農地・水・環境保全向上対策事業 436万円 （農林水産課）

農林水産業 ・ 商工業 ・ 観光 ・ 雇用

新規

新規
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水産業の経営基盤強化

百石漁港の施設整備と活用

> 百石漁港改修事業（県営事業負担金） 4,000万円 （農林水産課）

地域の生活圏に根ざした商業の充実

商業経営体制の強化・支援

> 町商工会補助 658万円 （商工観光課）

地域資源を活かした観光の促進

地域資源を活かした交流の推進

> 町観光協会補助 1,520万円 （商工観光課）

雇用環境の充実

雇用の安定と就労の促進

> ふるさと雇用再生事業 818万円 （商工観光課）

> 緊急雇用創出事業 871万円 （商工観光課）

住民主体の「まちづくり」を支える基盤づくり

情報共有と情報公開の推進

広報活動の充実

> 広報発行事業 634万円 （企画課）

事務事業の効率化の推進

行政サービスの電子化の推進

> ＯＡ化推進事業 9,257万円 （企画課）

職員の資質向上

職員研修の充実

> 職員研修事業 188万円 （総務課）

健全な財政運営の推進

自主財源の確保

> 賦課徴収管理事業 3,474万円 （税務課）

> 衆議院議員選挙費 1,350万円 （総務課）

> 町長選挙費 980万円 （総務課）

> 町農業委員会委員選挙費 450万円 （総務課）

行財政

その他

新規

新規


